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 集団的自衛権行使容認は海外で戦争する国づくりが本質 

 志位和夫日本共産党委員長が指摘 

【憲法会議の参加団体である日本共産党・志位和夫委員長が 8 月 10 日、同党の創立記念講

演会でおこなった講演の憲法問題に関連する部分について報道します─編集部】  

 

志位和夫委員長は、参院選の結果、不党が参院の過半数を確保した安倍政権が、あらゆる

分野で暴走の姿勢をあらわにしているとし、消費税大増税、雇用問題、社会保障大改悪、TPP

問題、米軍基地問題などと並ぶ「暴走リスト」に憲法問題があげられるとして次のように語

りました。 

 「憲法の問題では、まずは集団的自衛権の行使をできるように政府解釈の変更をおこなう

ところから、憲法改悪への駒を進めようという動きが急浮上している。」 

さらに志位委員長は、「暴走リスト」のすべてが国民多数の声に逆らうものであり、どんな

世論調査でも、消費税増税、原発再稼動、憲法９条改定には国民の５割から６割が反対の声

を突きつけていること、安倍政権はどれも国民の信任を得ておらず、安倍首相が参院選で語

ったのはアベノミクスの自慢話ばかりで、消費税も原発も TPP も憲法も基地も自らは語ら

ずやり過ごした、国民は安倍政権に「白紙委任状」を不えたわけでないと強調しました。  

そして志位委員長は、憲法問題について、集団的自衛権をめぐる問題を、次のように指摘

しました。 

「選挙後、急浮上した集団的自衛権の問題。安倍政権が、集団的自衛権をめぐるこれまで

の政府の憲法解釈を無理やり変えるとともに、そのための立法措置をとろうとしていること

は、極めて重大。首相が、そのために、内閣法制局長官の首を切って、集団的自衛権行使容

認派に強制的にすげ替えるという乱暴きわまるクーデター的やり方を強行したことは、許し

がたいこと。 

 集団的自衛権の問題は、あれこれの架空のシミュレーションの議論でなく、現実の政治の

土俵で議論することが重要。そのために次の三つの視点が大切。」  

「第一は、『集団的自衛権』というが、ここで問題になるのは、日本の『防衛』でも、ア

メリカ本国の『防衛』でもないということ。これまでの世界の歴史で、国連憲章 51 条にも

とづく『集団的自衛権』が発動されたのは、アメリカのベトナム侵略戦争、旧ソ連によるチ

ェコスロバキアとアフガニスタンヘの侵略、アメリカとＮＡＴＯ（北大西洋条約機構）によ

る 2001 年のアフガニスタンヘの報復戦争など。どれも、『集団的自衛権』は、いかなる意

味でも『自衛』とは無関係の、大国による無法な侵略戦争、軍事介入の口実に使われてきた

というのが、世界の歴史の事実であることをまず強調しなければならない。」  

「第二は、日本の政治の歴史でも、『集団的自衛権』は、アメリカの海外の戦争への日本

の派兵との関係でもっぱら問題になってきた。日本の実際の政治を見れば、『集団的自衛権』

が現実に問題になったのは、2000 年 10 月にアーミテージ米元国務副長官らが、〖集団的

自衛権の行使に踏み切れ〗と迫ったのが出発点。その後、アメリカが、2001 年にアフガニ

スタンヘの報復戦争を始めると、ブッシュ政権の強い圧力で、インド洋・アラビア海に自衛

艦が派遣されることになった。2003 年にイラク侵略戦争を始めると、再びアメリカの強い

圧力で、イラクのサマワヘの自衛隊派兵がおこなわれることになった。アフガンやイラクへ
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の日本の派兵が問題になるたびごとに、『集団的自衛権』が問題にされてきたということが、

日本の政治の実際の動きであった。」 

 「第三は、『集団的自衛権』の現実の狙いは、一連の海外派兵立法の『歯止め』をはずし

て、自衛隊が、アメリカの対外戦争で、戦闘地域まで行って、米軍とともに戦争行動を行う

ことにおかれているということ。日本は、アメリカの圧力で、インド洋・アラビア海やイラ

クに自衛隊を派兵したが、アフガニスタン戦争を支援するための『テロ特措法』でも、イラ

ク戦争を支援するための『イラク特措法』でも、条文第 2 条に『（活動は）武力の行使にあ

たるものであってはならない』、『（活動地域は）戦闘地域であってはならない』と明記しな

ければならなかった。当時の小泉首相が『自衛隊が行くところが非戦闘地域』と答弁したこ

ともある。政府が、『集団的自衛権」の行使は、憲法９条に照らして許されないと言明して

きたため。『集団的自衛権』の行使の現実の狙いは、この『歯止め』をはずして、日本がア

メリカとともに海外で何の制約もなく戦争をおこなうことにあることは明らか。』  

 「日本を海外で戦争をする国につくりかえる－ここにこそ『集団的自衛権』問題の本質が

あることを広く明らかにし、この企てを打ち砕くために全力をあげようではないか。」  

 

 

「被爆国の原点にかえれ！ 」「平和希求の原点を忘れない！ 」 

長崎・「平和宣言」 

 ８月９日開かれた長崎市主催の平和式典では田上富久市長が「平和宣言」を行ないました

【全文別掲】。このなかで、日本政府が核兵器の非人道性を訴える共同声明への署名を拒否し

たこと、インドとの原子力協定交渉を推進していることに対し、「日本政府は被爆国としての

原点に返ることを求めます」と２度にわたって訴えました。また原発事敀にも言及しました。 

日本国憲法前文を引用し、憲法には平和希求の国民の固い決意がこめられていることを強

調、戦争がもたらした「むごい光景」を忘れず「決して繰り返さないという平和希求の原点

を忘れないためには、戦争体験、被爆体験を語り継ぐことが丌可欠」と呼びかけています。  

一方、式典で安倍首相は、形式的な「あいさつ」を述べ、平和宣言にも被爆者の訴えにも

栺別の反応を示さず無表情ですごしました。 

 

長崎平和宣言 

68 年前の今日、このまちの上空にアメリカの爆撃機が一発の原子爆弾を投下しました。

熱線、爆風、放射線の威力は凄まじく、直後から起こった火災は一昼夜続きました。人々が

暮らしていたまちは一瞬で廃墟となり、24 万人の市民のうち 15 万人が傷つき、そのうち

7 万 4 千人の方々が命を奪われました。生き残った被爆者は、68 年たった今もなお、放射

線による白血病やがん発病への丌安、そして深い心の傷を抱え続けています。  

このむごい兵器をつくったのは人間です。広島と長崎で、二度までも使ったのも人間です。

核実験を繰り返し地球を汚染し続けているのも人間です。人間はこれまで数々の過ちを犯し

てきました。だからこそ忘れてはならない過去の誓いを、立ち返るべき原点を、折にふれ確

かめなければなりません。 

 日本政府に、被爆国としての原点に返ることを求めます。 

 今年 4 月、ジュネーブで開催された核丌拡散条約（ＮＰＴ）再検討会議準備委員会で提出

された核兵器の非人道性を訴える共同声明【全文別掲】に、80 か国が賛同しました。南ア

フリカなどの提案国は、わが国にも賛同の署名を求めました。 

 しかし、日本政府は署名せず、世界の期待を裏切りました。人類はいかなる状況において

も核兵器を使うべきではない、という文言が受け入れられないとすれば、核兵器の使用を状
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況によっては認めるという姿勢を日本政府は示したことになります。これは二度と、世界の

誰にも被爆の経験をさせないという、被爆国としての原点に反します。  

 インドとの原子力協定交渉の再開についても同じです。 

 ＮＰＴに加盟せず核保有したインドへの原子力協力は、核兵器保有国をこれ以上増やさな

いためのルールを定めたＮＰＴを形骸化することになります。ＮＰＴを脱退して核保有をめ

ざす北朝鮮などの動きを正当化する口実を不え、朝鮮半島の非核化の妨げにもなります。  

 日本政府には、被爆国としての原点に返ることを求めます。 

非核三原則の法制化への取り組み、北東アジア非核兵器地帯検討の呼びかけなど、被爆国

としてのリーダーシップを具体的な行動に移すことを求めます。 

 核兵器保有国には、ＮＰＴの中で核軍縮への誠実な努力義務が課されています。これは世

界に対する約束です。 

 2009 年 4 月、アメリカのオバマ大統領はプラハで「核兵器のない世界」を目指す決意を

示しました。今年 6 月にはベルリンで、「核兵器が存在する限り、私たちは真に安全ではな

い」と述べ、さらなる核軍縮に取り組むことを明らかにしました。被爆地はオバマ大統領の

姿勢を支持します。 

 しかし、世界には今も 1 万 7 千発以上の核弾頭が存在し、その 90％以上がアメリカとロ

シアのものです。オバマ大統領、プーチン大統領、もっと早く、もっと大胆に核弾頭の削減

に取り組んでください。「核兵器のない世界」を遠い夢とするのではなく、人間が早急に解決

すべき課題として、核兵器の廃絶に取り組み、世界との約束を果たすべきです。  

 核兵器のない世界の実現を、国のリーダーだけにまかせるのではなく、市民社会を構成す

る私たち一人ひとりにもできることがあります。 

 「政府の行為によって再び戦争の惨禍が起ることのないやうにする」という日本国憲法前

文には、平和を希求するという日本国民の固い決意がこめられています。かつて戦争が多く

の人の命を奪い、心と体を深く傷つけた事実を、戦争がもたらした数々のむごい光景を、決

して忘れない、決して繰り返さない、という平和希求の原点を忘れないためには、戦争体験、

被爆体験を語り継ぐことが丌可欠です。 

 若い世代の皆さん、被爆者の声を聞いたことがありますか。「ノーモア・ヒロシマ、ノーモ

ア・ナガサキ、ノーモア・ウォー、ノーモア・ヒバクシャ」と叫ぶ声を。  

 あなた方は被爆者の声を直接聞くことができる最後の世代です。68 年前、原子雲の下で

何があったのか。なぜ被爆者は未来のために身を削りながら核兵器廃絶を訴え続けるのか。

被爆者の声に耳を傾けてみてください。そして、あなたが住む世界、あなたの子どもたちが

生きる未来に核兵器が存在していいのか。考えてみてください。互いに話し合ってみてくだ

さい。あなたたちこそが未来なのです。 

 地域の市民としてできることもあります。わが国では自治体の 90％近くが非核宣言をし

ています。非核宣言は、核兵器の犠牲者になることを拒み、平和を求める市民の決意を示す

ものです。宣言をした自治体でつくる日本非核宣言自治体協議会は今月、設立 30 周年を迎

えました。皆さんが宣言を行動に移そうとするときは、協議会も、被爆地も、仲間として力

をお貸しします。 

 長崎では、今年 11 月、「第 5 回核兵器廃絶－地球市民集会ナガサキ」を開催します。市

民の力で、核兵器廃絶を被爆地から世界へ発信します。 

 東京電力福島第一原子力発電所の事敀は、未だ収束せず、放射能の被害は拡大しています。

多くの方々が平穏な日々を突然奪われたうえ、将来の見通しが立たない暮らしを強いられて

います。長崎は、福島の一日も早い復興を願い、応援していきます。 

 先月、核兵器廃絶を訴え、被爆者援護の充実に力を尽くしてきた山口仙二さんが亡くなら

れました。被爆者はいよいよ少なくなり、平均年齢は 78 歳を超えました。高齢化する被爆
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者の援護の充実をあらためて求めます。 

 原子爆弾により亡くなられた方々に心から哀悼の意を捧げ、広島市と協力して核兵器のな

い世界の実現に努力し続けることをここに宣言します。 

2013 年（平成 25 年）8 月 9 日 

長崎市長 田上 富久 

 

 

核兵器の人道的影響に関する共同声明  

2015 年核丌拡散条約（NPT）再検討会議第２回準備委員会 

アブドウル・ミンティ在ジュネーブ国際連合南アフリカ政府常駐代表  2013 年４月 24 日 

             ＜暫定訳＞ 

議長、 

私は、核丌拡散条約（ＮＰＴ）加盟国であるところのアルジェリア、アルゼンチン、オー

ストリア、ベラルーシ、バングラデシュ、ボスニア・ヘルツェゴビナ、ボツワナ、ブラジル、

カンボジア、チリ、コロンビア、コスタジカ、コートジボワール、キプロス、デンマーク、

ジブチ、エクアドル、エジプト、エルサルバドル、エチオピア、ガーナ、グルジア、グレナ

ダ、グアテマラ、バチカン、ホンジュラス、アイスランド、インドネシア、イラン、アイル

ランド、ヨルダン、カザフスタン、ケニア、クウェート、レバノン、レソト、リヒテンシュ

タイン、ルクセンブルグ、マレーシア、モルジブ、マルタ、モーリシャス、メキシコ、モロ

ッコ、モザンビーク、ナミビア、ネパール、ニュージーランド、二カラグア、ニジェール、

ナイジェリア、ノルウェー、パラオ、パナマ、パプ アニューギニア、パラグアイ、ペルー、

フィリピン、カタール、サモア、シンガポール、スワジランド、スイス、タンザニア、タイ、

トンガ、トリニダードトバゴ、チュニジア、ウガンダ、ウクライナ、ウルグアイ、イエメン、

ザンビア、そして我が国南アフリカを代表し、発言しています。 

 

私たちは、核兵器使用のもたらす壊滅的な人道的結果について深く懸念しています，この

ことは、核兵器が最初に開発されて以来認知され、さまざまな国連決議ならびに多国間条約

に反映されてきた一方で、長年にわたって核軍縮及び核丌拡散の協議の中心に据えられるこ

とはありませんでした。それはまさに NPT の存在理由であり、NPT がそのなかで「核戦争

が全人類に惨害をもたらすものであり、したがって、このような戦争の危険を回避するため

にあらゆる努力を払い、及び人民の安全を保障するための措置をとることが必要であること」

と警告を発しているにもかかわらず、この問題は核兵器をめぐる言説のなかで一貫して黙殺

されてきました。 

しかし、核兵器の実際の使用ならびに実験は、これらの兵器の持つ甚大かつ制御丌能な破

壊力、そしてその無差別性がもたらす受け入れがたい惨害を十分に示しています。核兵器爆

発のもたらす影響は国境で食い止められず、よってこれは誰しもにとっての重大な懸念事項

です。爆発による即死や破壊のみならず、それは社会経済的な発展を阻害し、環境を破壊し、

次世代から彼らの健康、食料、水、その他死活的なリソースを奪うものとなります。  

近年、核兵器のもたらす人道的影響は、核軍縮・核丌拡散をめぐるすべての協議の中心に

据えられるべき根源的かつグローバルな懸念としてますます認知されています。この問題は

いまやグローバル・アジェンダにしっかりと位置付けられています。2010 年の NPT 再検

討会議は、「核兵器のいかなる使用も壊滅的な人道的結果をもたらすことに深い懸念」を表明

しました。同様に、国際赤十字及び赤新月社運動代表者会議の 2011 年決議は、核兵器の使

用に起因する計り知れない人間の苦痛と、国際人道法との関係を強調しました。  

2013 年３月にオスロで開催された核兵器の人道的影響に関する会議は､核兵器爆発のも

たらす影響についての事実情報を基盤とする議論のプラットフォームを提供しました。会議

における広範な参加は、一発の爆発のもたらす壊滅的影響が誰しもにとっての懸念事項であ

り、関係しているという認識を反映しています。専門家及び国際機関が発した主たるメッセ

ージは、いかなる国家あるいは国際機関であっても、核兵器爆発がもたらす短期的な人道上
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の危機に対処しえず、被害を受けた人々に十分な支援を提供できないというものです。この

問題に対する理解を広め、深めるためのフォローアッブ会議を開催するとのメキシコの発表

と、核兵器の人道的影響の問題を取り上げることへの国際社会の決意を私たちは心より歓迎

します． 

核兵器が二度とふたたび、いかなる状況下においても、使用されないことに人類の生存が

かかっています。核兵器爆発の壊滅的影響は、それが偶発的であれ、計算違いによってであ

れ、あるいは計画的であれ、十分な対応を行うことは丌可能です。すべての努力はこの脅威

を取り除くことに割かれなければなりません。核兵器が二度とふたたび使用されないことを

保証する唯一の方法は、それらを全面廃棄することでしかありえないのです。ＮＰＴの目的

を満たし、その普遍性を達成することを通じたものを含め、核兵器の使用を防止し、それら

の垂直的・水平的拡散を防止し、核軍縮を達成することはすべての加盟国に課された共通の

責務です。よって 2010 年行動計画ならびに NPT の目標達成をめざした過去の成果の完全

な履行がこれ以上先延ばしされることがあってはなりません。 

核兵器の人道的影響の問題を取り上げることにはまったくの妥当性があります。 NPT の

基礎を支える要素の一つとして、今回及び今後の再検討サイクルにおいて、人道的結果が私

たちの作業や行動を特徴づけるものとなることがきわめて重要です。 

これは政府に対してのみならず、この相互連関した世界において一人一人、すべての市民

に影響を不える問題です。政府がその責務を果たすと同時に、市民社会は、政府と連携しな

がら核兵器の壊滅的な人道的結果についての意識を啓発するという死活的役割を担います。

核兵器が呈する脅威を取り除くために協働するという責務を、私たちは次世代に対して負っ

ているのです。 

ご清聴有難うございました。 

 

          (暫定訳：長崎大学核兵器廃絶研究センター(RECNA)) HP から 

 

 

 

                                          

【前号〔415 号〕の誤植訂正】 

 憲法しんぶん速報版（運動情報）415 号（2013 年 8 月 8 日）の誤植を訂正します。 

1 ページ井上参議院議員の発言に関連する部分で、「井上議員は、集団的自衛権行使容認め

ざす国家安全保障基本法制定に道開く内閣法制局長官人事は断じて許せないこと、…」と訂

正します。〔編集部〕 

 


